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１ はじめに

グローバル化の本格化、情報通信技術の飛

躍的な進歩は、企業の経営活動に大きく影響

を与えている。このような環境の中、超優良

企業でさえも、業績が低迷し、深刻な問題に

直面している。グローバル化・情報化は企業

にこれまで以上複雑かつ変化しやすい環境を

もたらした。こうした環境において、企業の

これまでのやり方は通用しなくなっている。

企業は新しい環境に適応する組織を構築する

ことを迫られている。

本稿では、組織再構築の必要性を指摘した

上で、まず、グローバル化・情報化を概念化

し、グローバル化・情報化によってもたらさ

れた環境要請を明らかにする。そして、今の

複雑かつ動態的な環境に対応するため、多元

的組織の採用が必要であることを示す。

２ 組織再構築の必要性

2–1 組織と環境

組織とは、環境の中の生き物であると言わ

れている。組織は環境の中で生存・成長して

いくため、環境から大きく影響を受けている。

それゆえ、組織はさまざまな方法を用いて環

境に適応しようとしている。

組織は、環境から資源をインプットして、

製品やサービスに変形して、環境にアウトプッ

トするという形で、環境と相互依存している

のである。組織と環境の関係に関して、コン

ティンジェンシー・セオリーによれば、唯一

絶対の組織構造は存在しない。環境条件が違っ

てくればそれに適した組織構造も違うからで

ある。Burns & Stalker（1961）は、安定的な環

境において、集権化、役割規定の厳格さ、上

下の限定されたコミュニケーションを特徴と

する機械的組織が適合する。これに対して、

環境が流動的な場合には、分権化、役割規定

の緩さ、十分な上下よりも横断的なコミュニ

ケーションを特徴とする有機的組織が適合す

ると示唆した。環境と組織との間には企業の

戦略が介在する。戦略は、組織活動に方向性

を規定するものである。また、策定された戦

略は、組織を通じて実行される。したがって、

組織は、環境に戦略を適合させ、そしてその

戦略に組織を適合させることによって、環境

適応を図る。

2–2 超優良企業の没落

環境と組織との関係から見ると、環境が変

化すれば、環境への適合を維持するためには、

組織も変えなければならない。

世界中の企業はこれを認識し、組織の変革

を試みている。しかし、何の変革をすればい

いのか、どうのように変革すればいいのか、

ほとんどの企業はまだ理解していない。なぜ

ならば、数多くの企業は数十年間企業の成功

を支えてきた組織原則が今の時代に通用しな

いということに気がついていないからである。

Pascale（1990）によれば、組織はいうなれば

究極の保守主義なのである。この保守主義に、

組織の経営者が、今まで成功している方法で

組織をさらに発展させようとする傾向がある。

その結果、組織の経営者は、市場の変化に迅

速に対応できる柔軟で、競争的で、革新的か

つ効率的で、顧客に高品質のサービスを提供

できる企業を望んでいるにもかかわらず、多
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くの企業は、柔軟性に欠け、非効率的で、顧

客のニーズを満たさず、赤字を出てしまい、

さまざまな問題を抱えている。たとえば、企

業では部門の利益を追求するため、全社の効

率性を犠牲にしたり、全体の効率性を追求す

る一方、各部門の柔軟性を損なったりするこ

とがよく発生する。事実上、超優良企業でさ

え、深刻な事態に直面している。Peters &
Waterman（1982）は「超優良企業」43社の研

究に基づいて、『エクセレント・カンパニー』

という本を出版した。彼らによれば、これら

の「超優良企業」は競争相手に対する優位性

を20年以上示していた。しかし、わずか五年

後の1987年、それらの「超優良企業」43社の

内三分の二がトップの座から落ちた。さらに、

深刻な困難に遭遇する会社もあった。また、

五年前の『Fortune』誌のベスト500社のうち、

今ではおよそ三分の一が姿を消した。2002年
の『Fortune』誌のベスト500社の中、エンロ

ンとワールドコムが思いがけなくリストに

入っている。人々は『Fortune』誌の調査結果

を疑いながら、今日の環境変化の激しさと恐

ろしさを実感できるだろう。

なぜこれまで成功してきた企業は大きな失

敗の終焉を告げたのだろう。その失敗した理

由が組織のあり方にある。グローバル化、情

報化は企業の取り巻く環境を劇変し、企業の

伝統的なやり方は今の時代には通用できなく

なっており、企業の発展を束縛している

（Hammer & Champy, 1993 ）。こうして生まれ

た新たな課題を解決するために、組織の再構

築が必要である。

すなわち、グローバル化は、組織に対して

新たな国際環境という場での適応を余儀なく

させる。情報化は、戦略形成や組織構造・組

織プロセスに影響を与えることで、組織の環

境適応過程を変化させている。グローバル化

と情報化という概念を中心に、組織の環境適

応過程について再考しなければならない。

３ グローバル化・情報化と多元的な

環境要請

グローバル化と情報技術の進展を背景にし

て、各国の経済活動が情報、金融、人材、技

術、貿易や投資などのあらゆる側面で一層密

接になっており、世界は確実にボーダレスな

構造へと向かっている。この構造変化がもた

らしたのがメガコンペティションであった。

大競争の舞台で熾烈を極めるのは企業間の競

争だけではない。企業内における個々の業務

にさえ、グローバル化･情報化の波が押し寄せ

つつある。予想を超えるテンポで進行してい

るグローバル化、そして、世界中が接続され

てしまうまでに躍進した情報技術は、経営を

左右するまでに発展している。

3–1 グローバル化と多元的環境要請

①グローバル化とは

「グローバル化」という言葉は今でこそ日常

語になったが、1980年代以前にはあまり使わ

れていなかった。その理由として、1980年代

以前にはその言葉が意味する概念や内容がま

だ人々の意識や常識の中に明確に根付いてい

なかったということが挙げられる（鈴木,
2000）。そして、浅野（1996）はグローバル化

をこれまでの国際化と区別し、時代の推移に

伴い、原材料や製品の輸出入という単純な貿

易である初期の国際化から、80年代からの貿

易摩擦回避や為替変動への対応のため現地生

産を開始するという成熟したグローバル化の

時代に入ったと述べた。『経営学用語辞典』（税

務経理協会, 1997）において、グローバル化

は以下のように定義されている。グローバル

とは、国と国の垣根を取り扱い、地球的な規

模で発想することをさす。グローバル化は、

２つの側面を有している。第１に、経済の側

面では、ボーダレス化の進行と共に、国際貿

易の増大とそれにともなう各国経済の相互依

存性が高まり、経済のグローバル化を促進す
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る。その過程で、企業間競争は国内的競争か

らグローバル競争へと展開する。第2には、企

業のグローバル化という現象がある。企業の

グローバル化は、企業の活動範囲、あるいは

企業環境の外延的広がりを意味している。企

業行動の地理的・空間的広がりは、国内ベー

スでの統合的意思決定を必要とする。

実際に、輸出入、直接投資の増加などといっ

た経済のグローバル化と企業経営のグローバ

ル化は相互に促進しているのである。経済の

グローバル化によって、競争がグローバルに

展開されることを意味している。国際競争が

激化され、もはや国内事業をベースとして経

営を行っている企業もいやがおうでも国際競

争に巻き込まれる（茂垣、1997）。その結果、

企業経営のグローバル化が進むことになる。

逆に、企業が国境を越えて経営活動を展開す

ることによって、輸出入、直接投資の増加を

もたらすことになる。このような互いに促進

する動きは、グローバル化をさらに浸透させ

ていくのである。そして、企業が、自国から

出て地球規模でビジネスを展開する場合、そ

の経営活動がグローバルな視点と同時にロー

カルな視点から行われる必要がある（佐々木、

1997；守島、2000）。一方では、製品やサービ

スをグローバルに提供する場合に、企業は、

それぞれの国の社会的、文化的、経済的な要

因を考慮しなければならない。つまり、経営

活動を海外へ展開する時、ローカリゼーショ

ン（ローカルな適応性）が重要な条件となる

（佐々木、1997）。他方では、経済性の側面か

らは、投資の重複の回避や規模の経済性の発

揮のため、グローバリゼーション（グローバ

ルな規模での効率性）という視点も見落とす

べきではない。要するに、グローバル化を考

える際、グローバルな規模での統合と、国ご

とに異なった環境への対応を同時に重要視す

ることが不可欠である。そこで、グローバリ

ゼーションとローカリゼーションという２つ

の言葉を結合させたグローカリゼーション1）

を用いて、グローバル化を捉えることができ

る。

②グローカリゼーションと組織の環境

グローカリゼーションの進行に伴い、組織

を取り巻く環境には重大な変化が起こり始め

た。この変化は80年代後半になると顕著に

なった。Galbraith（1995）は、こうした変化

をもたらす環境要素として次のように挙げた。

第１は、購買力である。買い手の側に決定

権が集中するため、組織は消費者あるいは市

場を巡ってデザインしなければならない。

第２は、多様性である。多種多様な製品と

サービスが生産されるようになっている。よ

り多くの情報を収集し、より多くの決定を策

定するため、管理者がより多くの問題に対処

しなければならない。分権化がこれに応える

一つの方法として考えられる。

第３は、変化である。意思決定と比べて状

況の変化はより速やかに進行している。これ

は組織の意思決定の能力を高める必要を意味

する。この能力は分権化によって獲得できる。

第４は、速度である。速度はあらゆる競争

優位の源泉であり、組織デザインと非常に密

接な関係がある。企業は素早い組織対応をも

たらすように構造を定め、適応性を推進しな

ければならない。

Galbraith（1995）によれば、こうした環境

の変化に対応するためには、組織を分権化に

する必要がある。しかし、これらの要素は分

権化と適応性を推進するだけではない。買手

市場であるから、企業は、より速く消費者の

要請に対応できることが望ましい。そこで、

新製品の開発の重要性がますます高まってい

く（Bush & Frohman, 1992）。巨大な研究開発

費用は単一の事業単位の資金だけでは足りな

い。これからの企業は、大規模化していく研

究開発投資のリスクに耐える体力が必要とな

る。したがって、Levitt（1983）の指摘したよ

うに、企業が競争力を維持するためには、グ
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ローバルな規模の効率性を実現しなければな

らない。

以上のように、グローバル化が迅速に進行

していく中、企業はローカルな適応性とグロー

バルな規模での効率性の同時達成を迫られて

いる。

3–2 情報化と多元的環境要請

①情報化とは

情報化を考察する際に、まず「情報」の定

義を明確にする必要がある。「情報」という言

葉は多義に使われている。『マクミラン情報技

術辞典』2）によれば、①情報とは、その受け手

には伝達以前には知られていなかった知識で

ある。情報は、正確で適時適切なデータから

のみ引き出されうる。②情報とは、データ表

示に用いられている共通の習慣によりデータ

に与えられた意味である、と定義している3）。

「化」という言葉は『広辞苑』において「変

わって行く」「変化して行く」という意味で解

釈されている。したがって、「情報化」と言う

とき情報や知識に価値の重心が移行するとい

う意味に用いられると考えられる。つまり、

知識や情報の社会的役割が増大していること

については、変化する社会においては、変化

の不確実さを克服するため、知識や情報に大

きな重点を置かなければならなくなったから

である。岸田（2001）は情報化を次のように

定義している。すなわち、情報化とは、資源

としての情報の比重、情報への資源投入量及

び情報の持つ意味や役割が、他の物的・人的

資源より増大していることを意味する。

今は情報化時代と呼ばれている。情報技術

の利用は1950年代のコンピュータの出現まで

に遡ることができる。しかし、当時と今日と

の根本的な違いは、コンピュータはまだ普及

しておらず、オンライン・システムはほとん

ど開発されていなかった。コンピュータは主

にデータの処理に使われていた。これに対し

て、80年代後半からのインターネットの普及

に伴って、情報化は、今一部の産業界だけで

なく、あらゆる産業、行政、公共機関、個人

生活など社会のあらゆる領域にわたって、地

理的にも、国を越えて全世界範囲に広く深く

浸透してきているのである。Synnott（1987）
は、50年代のコンピュータの出現から80年代

前半までの情報技術の発達をコンピュータ時

代と呼び、80年代末、90年代初期から今まで

の情報技術の展開を情報化時代と呼び、情報

化時代を考察する場合、コンピュータ時代と

を区別して認識しなければならないと指摘し

た4）。彼の指摘したコンピュータ時代から情

報化時代への転換は図１のように示すことが

できる。本稿で使っている情報化は Synnott

（1987）の指摘した情報化時代のことを指す。

また、情報化には２つの側面がある。情報

の産業化と産業の情報化がそれである（岸田、

2001）。
情報の産業化とは、情報産業の生成、成長

を指す。情報生産の市場化とネットワークサー

ビスのような新しいビジネスの成長がその典

型である。情報生産の市場化（情報処理の外

注化であり、情報サービスの購入である）に

伴って、情報産業が急速に伸びている。この

ような情報の産業化と関連して、ロジスティッ

クス産業が生まれてくる。書籍の通信販売を

行う大手企業アマゾンはその一例である。

産業の情報化とは、モノやサービスの生産

において、生産要素としての情報の投入量が

増えることである。産業の情報化を代表とし

たものはロジスティック・システムの情報化

とマネジメント・システムの情報化である。

前者は物質やエネルギーなどのインプットや

アウトプットが情報インプットやアウトプッ

トで代替されているということである。それ

によって、情報原単位（生産物単位当りの情

報投入量）あるいは産出量が増加し、物質や

エネルギー原単位あるいは産出量が低下する。

後者は管理上の情報システムの発達を指す。

たとえば、管理上のさまざまな意思決定を助
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ける意思決定支援システム（DSS）7）、戦略情

報システム（SIS）8）、オフィス・オートメー

ション（OA）9）などが挙げられる。これらの

情報システムがマネジメントの面の情報化を

進行させている。

こうした急速に進んでいる情報の産業化と

産業の情報化は企業に新しい環境要請を提起

している。

②情報化と組織の環境

80年代以後の PC の普及、そして、90年代

のインターネットの広がりによって、情報技

術には質的変化が現れた。情報化の発展から

見ると、当初は企業の一カ所にコンピュータ

が置かれ、それを専門に取り扱うシステム・

エンジニアがそれを独占していた。一般の従

業員はそれを触る機会がなかった。やがてコ

ンピュータの小型化と性能の向上、特に80年
代にPCの出現により様相は大きく変わった。

ただし、企業は部門別にコンピュータを導入

しても、それぞれが独立した存在であって、

同種のファイルが各部門に散在し、ファイル

を借りて利用しようとしても互換性がなく、

他部門のデータを利用することには障害が

あった。やがて通信技術の発達に伴い、VAN10）

やLAN11）によってオンラインが可能となり、

重要なファイルを一カ所に集中保管される

データベースが登場した。また、利用部門の

人間が自己の部門の仕事を自らの力で機械化

するEUC12）が開発された。さらに、90年代に

インターネットが全世界中に広がった。デー

タベースの登場、インターネットの普及、お

よび EUC の開発によって、今まで各部門に分

散していた情報は一カ所に集められ、それを

どこからでも活用することができるように

なってきた（情報の集中化）。また今まで特定

の部門（情報システム部門など）に集められ、

活用されていた情報は分散化され、第一線の

従業員にも容易にこれを活用することができ

るようになっており、そしてインターネット

の広がりにより、顧客はどこでもいつでも製

品やサービスに関する情報にアクセスできる

ようになってきた（情報の分散化）13）。

データを分散方式での処理が可能になるこ

とによって、企業の経営環境が大きく変貌し

た。その中、代表的なものとして顧客の成熟

化が挙げられる。93年にWWW14）の登場をきっ

かけに、顧客は製品やサービスに関する情報

観 点 コンピュータ時代 情報化時代

役割の担い手 DP/MIS5）管理者 CIO

上司 経理部長 社長

情報の集権化と分権化 集権化 集権化と分権化

管理者レベル ミドル トップ

管理対象 DP システム 情報資源

中心的資源 コンピュータ データ及び通信

必要技能 技術的 経営管理

計画 技術的 戦略的

技術の焦点 生産性 競争優位

任務 コントロール 技術的イノベーション

技術への投資 保守的 攻撃的

技術統合 DP アーキテクチャー IRM6）アーキテクチャー

マネジメント・スタイル 統制 影響力

図１ コンピュータ時代から情報化時代へ

（Synnott, 1987を加筆修正）
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を大量に即座に入手でき、自分の一番欲しが

る製品とサービスを供給者に求め、供給者を

選択できるようなった。ネットワークの利用

者が増えれば増えるほど、その効果が増大す

る。利用者側の効果が高いというのが供給者

側の収益性を左右する（林・井上・小坂、

2001）。その結果、企業に多種多様な製品が求

められるようになり、企業はこれに応えるた

めに適応性を推進しなければならない。さら

に、顧客の満足度を高めるため、企業は迅速

に新製品を開発し、生産し、市場に導入しな

ければならない。巨大な開発費用と市場導入

の時間の短縮には開発部門から製造、販売部

門までの間での活動の統合を進める必要があ

る。

要するに、情報化はグローバル化と同様に、

企業にグローバルな規模での効率性とローカ

ルな適応性を同時に要求しているのである。

3–3 相まって進行するグローバル化と情報化

グローバル化と情報化は相互に促進する関

係をもっている。企業が他国市場を獲得しよ

うとする時、あるいは外部資源を利用しよう

とする時、遅れた通信技術は言うまでもなく

大きな制限となった。この制限を克服するた

めに、グローバル化は情報技術を発展させざ

るをえない圧力を提供したのである。それに

対して、情報化の進展によって、企業は顧客

のニーズをいち早く捉え、機敏に対応できた。

インターネットの接続などによって、時間と

空間の隔たりはなくなり、企業間・国家間の

コミュニケーションが促進され、より迅速な

情報の交換ができる。また経営指標を標準化

することによって複数国間の経営をネット

ワーク上で比較することも可能となり、グロー

バルな管理を容易にする。情報通信技術が、

世界に与えつつあるインパクトはそれほど衝

撃的であり、こうした動向とともにグローバ

ル化が拡張している。したがって、今日、グ

ローバル化と情報化は同時に飛躍的に発展し

ていくと見られている。

これらの動きにより、80年代後半から、一

方でグローバルな統合を促す要因が強く残っ

ていながら、さらに各国ごとのニーズに応じ

る必要を推進する要因が現れている。今日で

は、この２つの要因が20年、10年前よりも強

くなっているだけではなく、ほとんどの業界

に影響力を広げているのである。その結果、

多数の企業は、さまざまな国のニーズに対応

する組織を取り込んでいる一方で、同時に効

率よく収益性の高いグローバル企業として活

動できるように活動を調整し統制せざるをえ

なくなっている（王、1999）。

４ 多元的な環境要請と多元的組織

4–1 多元的な環境要請と組織の要件

グローバル化と情報化が相まって進行する

中、組織を取り巻く環境は急劇に変化した。

こうした変化は主としてこれまでとは様相の

異なる性質と構造をもつ競争が現れているこ

とが挙げられる。具体的に、以下のように考

えられる。

①競争主体と範囲の変化

完成品だけではなく中間部品についても、

グローバルな競争が展開されている。電子商

取引の急速な普及によって、企業だけではな

く、消費者個人もインターネットを利用し電

子商取引を行うことが可能になっている（宮

川、1999）。
②競争指標の変化

従来型の「コスト、品質、納期」を中心か

ら「利便性、安全性、差別化」も含む多様化

になっている（林・井上・小坂、2001）。「コ

スト、品質、納期」はサプライ側の製品・サー

ビスの提供能力を示すものであるのに対して、

「利便性、安全性、差別化」はデマンド側の評

価を示すものである。ビジネスのグローバル

な展開と情報技術の発達に伴って、顧客は即

時に世界のあらゆるところから情報を獲得で
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きるようになる。そのため、顧客はこれまで

求めていた「コスト、品質、納期」という要

素の上に加えて、「利便性や安全性や差別化」

を同等か、それ以上に重要視するようになる

のである。

③製品ライフサイクルの短縮化

消費者の好みの多様化に伴って、企業は絶

えず製品イノベーションを行わなければなら

ない（Galbraith, 1998）。したがって、製品ラ

イフサイクルは消費者の好みの多様化と共に

短縮化の傾向にあると考えられる。また、情

報技術の推進、特にCALS15）の利用は製品の

開発時間を短縮化する効果を持つ。開発時間

の短縮は開発部門の生産性を向上させること

ができる。これは競争力のある新製品を次々

と市場に導入することを意味する。その結果、

企業は、ある製品に対する優位性を長期的に

維持することができなくなり、新製品の開発

に力を入れなければならなくなる。これらの

要因が相まって進むことで、製品のライフサ

イクルが大幅に短縮されることになっている。

④マス・マーケティングからOne to Oneマー

ケティングへの転換

顧客１人１人の個別のニーズへの対応が求

められ、製品中心の発想を重点に置かれたマー

ケティングから顧客中心の発想を重点に置か

れたマーケティングまでに発展してきた

（Allen, Kania & Yaeckel, 1999）。情報技術の

発展が製品や品質の有効な差別化を維持する

ことを不可能にした。その結果、企業は一人

の顧客との取引を長期にわたる一連のものと

して捉え、企業に対する顧客の生涯価値を最

大化しようとしている。それを背景にして、

CS（顧客満足度）までも管理する必要ができ

て、これまでマスとして捉えていた顧客を一

人一人の個別のニーズをもった個人ととらえ

直すことになり、マス・マーケティングから

One to One マーケティングへ変わることにな

る。

こうした新しい競争が展開する中、企業の

経営活動が大きく変わった。第１に、かつて

企業は製品次元、市場次元、職能次元のどれ

かに中心にして組織を編成し、経営活動を行っ

てきた。今企業の経営活動が、複数の地域の

市場及び複数の製品ラインにおける製造、開

発、販売などの複数の機能を含むようになっ

ている。今の環境において、企業は製品次元

を優先させるか、職能次元を優先させるかを

決めるのでなく、製品、市場、職能の多次元

の対応が必要になっている。そのため、企業

はそれらの活動に内在する多次元間のイン

ターフェイスをいかに構成するかという問題

に直面する（Doz & Prahalad, 1993）。第２に、

企業活動が国家/地域を越えて拡張しつつある

中、企業は、社会的、政治的、経済的多種多

様な要因に直面している。これらの要因はグ

ローバルなものがあれば、ローカルなものも

ある。さらに、これらの要因は常に変化して

いる。このように、今の企業は変動しつつあ

る相対立するさまざまな環境要因を同時に直

面しているのである。また、利便性や安全性

や差別化が競争の指標となり、マーケティン

グが顧客へ One to One の対応を迫られている

ことになると同時、製品ライフサイクルが短

縮されているため、企業は、かつてのように

効率性と適応性のどちらかを犠牲にし、一つ

に集中して経営活動を行うことでは対応でき

なくなり、効率性と適応性を同時に対応せざ

るをえなくなる。第３に、効率性と適応性が

同時に重要になっていることは企業の経営環

境に質的な変化が起きていることを意味する。

一般的、環境の量的変化なら、組織プロセス

の変化によって対応できるが、質的環境変化

では、組織構造の転換による対応が必要とな

る（岸田、1985）。したがって、量的変化と質

的変化が同時に発生している今の環境におい

て、組織プロセスだけでなく、組織構造の変

化が求められている。だが、第４に、環境の

変化は組織構造の転換する時点で止まるわけ

ではない。特に量的環境変化が常に存在して
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いるから、組織は異なる次元間のバランスを

調整する能力をもつことが必要となる。一般

的、量的環境変化に対して、組織プロセス上

の対応が求められることになるが、組織構造

は組織プロセス上の調整を保証するものでな

ければならない。そのため、組織は構造上の

柔軟性を保つ必要がある。第５に、適応性と

効率性が同時に要求されることにつれ、組織

における縦の連結と横の連結が同時に重要視

されることになるため、従来のように横の連

結を図るために用いられていたインフォーマ

ルなコミュニケーションだけでは不十分にな

り、水平的関係の公式化が求められるように

なる。第６に、グローバル化・情報化は、い

ままで以上の競争の激しさをもたらした。企

業が製品の長いライフサイクルを享受できな

くなり、新しい製品を絶えず市場に導入する

必要がある。したがって、組織は革新を促進

するものでなければならない。

要するに、グローバル化・情報化が進んで

いる環境において、組織は以下の要件を満た

す必要がある。

①多元性

②効率性と適応性の同時対応

③グローバル化・情報化による量的、質的

環境変化の同時対応

④構造上の柔軟性

⑤水平的関係の公式化

⑥革新性

以下では、この六つの要件に着目し、グロー

バル化・情報化による環境に適応できる適切

な組織を探る。

4–2 組織のジレンマ

職能部門制組織、事業部制組織のような一

元的組織は、長年にわたって企業の成長、発

展を支えてきたが、今の環境において、脆弱

性が現れてきた。なぜ一元的組織に問題が現

れてきたのか。ここでは、一元的組織が上述

した六つの要件を満たすことができるか否か

を基づいて、その理由の解明を試みる。

①多元性

職能部門制組織や事業部制組織は命令の一

元化に基づいて編成された組織である。それ

ゆえ、多次元を同時に対応することはできな

い。

②効率性と適応性の同時対応

職能部門制組織は、集権化を強調し、専門

職ごとに縦割りにしたものであり、安定した

環境において効率性を発揮できるが、異なっ

た国や地域の異なった経済的・政治的・文化

的要因に対応できない。事業部制組織は顧客

の要求をただちに満たすことができる一方、

各部門間の調整が難しくなるため、効率性の

達成には困難がある。つまり、一元的な伝統

的組織には「分権と集権」の二律背反の問題

が存在するため、効率性と適応性を同時に達

成することができない。

③グローバル化・情報化による量的、質的

環境変化の同時対応

グローバル化・情報化によってもたらされ

た量的環境変化に対して、職能部門制組織の

ような一元的組織は、一元的な構造の上に、

個人の接触やタスクフォースなどといったプ

ロセス上の工夫によって、環境の量的変化に

対応するのはある程度で可能である。しかし、

環境の質的変化に対して、組織構造の変化が

不可欠である（岸田、1985）。このように、一

元的組織構造を維持したまま、プロセス上の

対応だけでは、環境の質的変化に対応できな

い。

④構造上の柔軟性

構造上の柔軟性は、組織の各次元間のバラ

ンス、あるいは効率性と適応性の間のバラン

スを、環境の変化に応じて調整することを指

す。一元的組織は一つの次元にしか対応して

いないため、言うまでもなく各次元間の調整

をするのは不可能である。

⑤水平的関係の公式化

一元的組織は垂直的な連結を基本とし、水



─ ─391

グローバル化・情報化と企業組織

平的連結があっても、個人の接触を主とした

インフォーマルなコミュニケーションが多い。

しかし、効率性と適応性が同時に求められて

いる環境において、縦の関係と横の関係を同

等に扱うことが必要である。一元的組織はこ

れに対応できない。

⑥革新性

職能部門制組織では、意思決定権がトップ

に集中しているため、問題の発見やアイディ

アの生成には遅れる傾向がある。したがって、

職能部門制組織は革新性が低い。事業部制組

織の場合、権限を下位組織に委譲しているた

め、アイディアの生成を促進し、素早く問題

を発見することができると考えられる。しか

し、事業部制組織は組織全体のまとまりをもっ

ていない。それゆえ、アイディアが生み出さ

れても、組織全体に広まるのは難しい。

以上の分析から見ると、一元的組織はグロー

バル化・情報化の進展している環境の求めて

いる組織要件を満たすことができないことが

明らかである。つまり、一元的組織は命令の

一元化を強調し、今日の複雑かつ変動しつつ

ある環境に無力であり、分権と集権、グロー

バルとローカル、効率性と適応性というジレ

ンマに陥ってしまったのである16）。

4–3 多元的組織への移行

①多元的組織の特徴

こうして生まれた新たな課題を解決するた

めに、複雑で、動態的環境に適応できる複雑

性と動態性を内包する、柔軟的でありながら

多焦点的なアプローチが必要となる。本稿に

おいて、グローバル化・情報化により提起さ

れた組織の要件を満たす組織として多元的組

織を主張する。この新しい組織は、職能に基

づいて編成された職能部門制組織あるいは地

域や製品のどれかに基づいて編成された事業

部門制組織と違って、職能/地域/製品の多次

元の対応を目的としているものであり、最も

重要な特徴として、一元的な伝統的組織と対

比して、多元性を持っているものである。そ

のため、ここでは、多元的組織と呼ぶことに

する。次に、上述した６つの環境要因に着目

し、多元的組織を上述した一元的な伝統的組

織（職能部門制組織/事業部制組織）と比較し

ながら、多元的組織の特徴を明確にする。

多元的組織は、構造上の多元性とプロセス

上の多元性を同時に認め、職能次元あるいは

製品（地域/市場）次元の二者択一ではなく、

多次元を同時に取り込み、垂直的な権限構造

に公式的に水平的な関係を加えることによっ

て、グローバル化･情報化によってもたらされ

た量的環境変化と質的環境変化に同時に対応

でき、適応性と効率性を同時に達成できる組

織である。これは、部門間の相互依存性が高

いため、権限委譲や従業員の参加を促進する

と共に、複数の構造次元を内包するようにデ

ザインされるため、環境や戦略の変化に従っ

て、既存の各次元間でのパワーの分布を変え

ることによって対応できるので、極めて柔軟

な組織である。また、対立する諸要素を内部

化することによって、コンフリクトが頻繁に

発生するが、コンフリクトを巧みに管理でき

れば、コンフリクトの表面化によって、企業

は問題を迅速に発見し、組織の革新性の向上

に導くことができる。さらに、多元的組織は

各部門を調整することができるため、ある部

門において開発した新技術、新管理方法など

を他部門に広めることが可能になる。これは

革新性の高まりにつながる。多元的組織は上

述した特性を持つため、グローバル化･情報化

によってもたらされた、複雑で、動態的環境

に適応するのに最も相応しい組織であると言

える。表１は多元的組織と一元的組織と対比

したものである。

②多元的組織の管理上の難点

上で述べたように、多元的組織は、今日の

複雑で動態的な環境に対応するため、伝統的

な一元的組織のように一つの次元に集中して
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業務を行う原則を放棄し、多次元を同時に組

織内に取り込み、組織の多元化を実現させる

ものである。しかし、多元的組織は多次元に

なることは組織自体が複雑化したことを意味

する。組織の複雑化に従って組織の管理は難

しくなるのである。多元的組織を管理するに

際して、最も難しい問題として以下の三つが

考えられる。

第１に、コンフリクトが生じやすい。多元

的組織では、別々に設計され、分離された２

つあるいはそれ以上の部分を融合させていく

ことから、摩擦が起こる。各次元間の調整を

行うにはコンフリクトが頻繁に発生する恐れ

がある。

第２に、管理コストが相対的高い。組織の

次元が増えれば増えるほど、組織の管理コス

トが高くなる。多元的組織は多次元への同時

対応により、コンフリクトが生じる可能性が

高くなり、コンフリクトを解決するには、調

整や交渉が必要となる。言うまでもなくこれ

は単純の一元的組織に比べると、管理コスト

が高くなることを意味する。

第３に、組織メンバーへのストレスが高い。

多元的組織はグローバルな規模での効率性の

視点とローカルな適応性の視点の双方を考え

なければならない。これは組織メンバーの能

力を向上させる反面、組織メンバーにかける

負担が重くなる。さらに、コンフリクトが発

生する場合、組織メンバーたちはこれを処理

しなければならない。長期的にコンフリクト

関係に置かれることによって組織メンバーに

ストレスを与えることにもなる。

要するに、多元的組織は、多元的視点から

組織を設計し、グローバルとローカル、効率

性と適応性の同時達成、革新性を促進する組

織であり、グローバル化・情報化の進行によ

る環境の変化にうまく対応できる組織である。

だが、多元的組織のもつコンフリクトの起き

やすさや管理コストの高さという点から考え

ると、多元的組織を管理するにはかなり優れ

た管理能力と技能が求められているのである。

これは多元的組織を採用する企業に新たな挑

戦を提起する。

５ おわりに

本稿では、グローバル化・情報化によって

もたらされた環境状況に焦点を当てた。80年
代から、経営資源の移動は原材料、製品の輸

出・輸入を中心としたものから現地への進出、

技術や管理方式の移転までに拡張した。80年
代後半から応用され、90年代に普及したイン

ターネットの発達はグローバル化の展開にさ

らに拍車をかけた。グローバル化・情報化が

表１ 多元的組織と一元的組織

多元的組織 職能部門制組織 事業部門制組織

次元 多元的 一元的 一元的

達成できる環境要因 適応性と効率性 効率性 適応性

グローバル化・情報化による短期

的・量的環境変化
対応可能 ある程度で対応可能 ある程度で対応可能

グローバル化・情報化による長期

的・質的環境変化
対応可能 対応不可 対応不可

構造上の柔軟性 高い 低い 低い

水平的関係の公式化の有無 有 無 無

革新性 高い 低い 中等
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相互に促進しながら発展している中、これま

でとは異なる環境状況が現れてきた。すなわ

ち、組織にとって、上下階層間の縦の関係だ

けでなく、各部門間の横の関係も重要になっ

ている。企業は、現地に対する個別の対応と、

グローバルな視野にたった対応との均衡を迫

られているのである。このような環境におい

て、多元性、グローバルとローカル、効率性

と適応性、分権と集権、環境の量的変化と質

的変化などといった相対立する要因が組織に

求められることになる。このような環境に直

面して、組織は、多元性、効率性と適応性の

同時対応、グローバル化・情報化による量的、

質的環境変化の同時対応、構造上の柔軟性、

水平的関係の公式化、革新性といった６つの

要件を満たすことが必要となる。

しかし、数十年間組織の成功を支えてきた

一元的組織には「分権と集権」という二律背

反の問題が存在しているため、古い時代には

うまく適合できたが、今の時代には適合でき

なくなっており、効率性と適応性、グローバ

ルとローカル、集権と分権などといったジレ

ンマに陥ってしまった。つまり、一元的組織

はこの６つの要件を満たすことができない。

こうして生まれた新たな課題を解決するため、

本稿では、グローバル化・情報化によっても

たらされた環境要請を分析し、こうした６つ

の要件を満たすことのできる新しい組織、す

なわち、多元的組織を提出した。多元的組織

は多次元に沿ってデザインされ、組織のジレ

ンマを解決し、多元的な環境要請に応えるこ

とができる。けれども、組織の複雑化に伴い、

管理上の難しさが増している。

今、環境の激しさを無視して、「単純を保つ

べき」（“keep it simple”）という角度に立ちな

がら、複雑な組織を批判している論者は少な

くない（Galbraith, 1995）。複雑な組織はコス

トが高く、コンフリクトが生じやすいなどと

批判され、単純な組織が提唱されている。し

かし、グローバル化と情報化が飛躍的に発展

している今日において、環境は複雑かつ動態

的な方向へ変化しつつある。競争の中に、単

純な組織は無力どころか、組織の複雑さを減

少させる方法だけでは、失敗を招くことにな

るほかない。複雑な環境に対して、その環境

に匹敵できる複雑な組織が必要である。一元

的組織においては、コンフリクトが起こらな

いかもしれないが、それは環境の要求を無視

することであり、問題を解決することではな

く、回避してしまうのである。複雑な組織を

構築するには確かにコストがかかる。しかし、

コストのかからない組織は存在しない。問題

となるのは、コスト以上の収益となって返っ

てくるかどうかである。複雑な組織の採用に

よって、その管理コスト以上の収益を獲得で

きれば、企業の競争力を高めることができる。

また、複雑性を管理することにチャンスを見

出すことができ、競争相手にはできない難題

に取り込むことによって、企業は競争優位性

を獲得できる。したがって、今日の複雑で動

態的な環境において、企業は多元的な環境要

請を組織内に取り込み、複雑な組織構造を構

築することによって、それに対処することが

必要である。

グローバル化・情報化が本格化するのに伴

い、あらゆる企業は複雑かつ動態的な環境か

ら強く影響を受けている。ますます複雑になっ

ていく世界の中に、単純な組織は、だんだん

生命力を失っている。組織は存続を目指すに

は自らを変革していかなければならない。本

稿の指摘した多元的組織は、従来の組織形態

と異なり、特に複雑性と変化に対応するよう

にデザインされたものである。多元的組織は、

環境の複雑性と動態性を把握し、各ニーズ間

のバランスを維持し、外的変化に対応する組

織内の柔軟性を企業にもたらすのである。グ

ローバル化・情報化が相変わらず進展してい

く中、ますます多くの企業が多元的組織の道

を歩んでいくと考えられる。
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注

１）『経営学用語辞典』（税務経理協会、1997）は、

グローカリゼーションを次のように定義している。

企業が海外に多くの活動拠点を有し多国籍化が進

行してくると、一方では、国ごとに政治・産業政

策、市場ニーズが異なり、それらに敏感に対応す

るには、決定権限を現地海外子会社に委譲し、そ

れぞれの環境変化に対応できるシステムをつくる

ことが必要となる。いわゆる経営現地化の要請で

ある。他方、経済性の側面から、投資の重複の回

避や規模の経済の発揮に関わる海外子会社の意思

決定をグローバルな観点から行うあるいは調整を

行う必要がある。すなわち世界規模での統合化の

要請である。グローカリゼーションとは、グロー

バルな視点から統合するというグローバリゼー

ション（世界規模での統合化）と、国ごとに環境

が異なることから要請されるローカリゼーション

（現地化）という2つの課題に対して同時達成しよ

うとする試みを指すものであり、グローバリゼー

ションとローカリゼーションという2つの言葉を

結合させた造語である。

２）Macmillan Dictionary of Information Technology,
2nd ed., 1985, p. 163.

３）「情報」という言葉は多義に用いられる。森・坂

西・石坂・谷崎（1992）は「情報」を「データ」、

「知識」と区別し、三者の関係を以下のようにまと

めた。

「データ」：評価されていないメッセージ

「情報」：データ＋特定の状況における評価

「知識」：データ＋将来の一般的な使用価値

４）情報化の発展段階説の中、Nolan の四段階ない

し六段階説がよく知られている。Nolan (1973) は

はじめ創始期、拡張（波及）期、公式化（統制）

期、成熟（統合）期の四段階を考えたが、その後

Nolan（1979）は創始期、波及期、統制期、統合

期、データ管理期、成熟期といった六つの段階に

区分している。Synnott（1987）は Nolan の観点を

基づいて、より広い観点からコンピュータ時代か

ら情報化時代への転換を捉えている。

５）DP/MIS はそれぞれ Data Process, Management
Information System の略である。前者はデータ処理

システムの意味である。後者は経営情報システム

の意味で、経営に関する情報を集め、目的に合わ

せて処理し、データベースを作り、必要なときに

これらのデータを提供するようにしたコンピュー

タ・システムである。

６）IRM は Information Resource Management の略で

あり、情報資源管理システムである。

７）DSS は Decision Support System の略である。コ

ンピュータに経営情報を蓄えておき、経営計画の

作成に役立てるシステムで、経営情報の検索と加

工によって必要な情報を出力する。たとえば経営

上の重要事項を決定するとき、収集したデータや

条件をもとに情報を探し、それを加工して出力し、

経営者の参考に供する。

８）SIS は Strategic Information System の略である。

情報技術を企業戦略の一環として積極的に活用し、

競争において優位を獲得しようとする情報システ

ムをいうが、経営戦略を策定するための情報シス

テムを意味することもある。

９）OAはOffice Automationの略である。コンピュー

タを使った事務処理の自動化をいう。

10）VAN は Value Added Network の略で、付加価値

通信網と訳す。NTTなどから通信回線を借り、ディ

ジタル通信機能などを付加して販売するもので、

ネットワークに高効率伝送などの機能を付けてい

る。日本では1983年から認められて、1985年には

自由化された。

11）LAN は Local Area Network の略である。同一建

築物内などでコンピュータやプリンタ・サーバー

などを高速広帯域回線で結合したネットワークを

言う。分散処理ができるので、負荷を分散し、信

頼性を高めることができる。処理形態としては、

専用のサーバーを中心としてこのサービスを受け

るクライアントを設ける。

12）EUC は End User Computing の略である。ユー

ザーがワープロ・ソフトや表計算ソフトを直接操

作して、仕事をすること。データベースの問い合

わせなどもこれに含まれる。ただし、最近はビジ

ネス環境の変化に伴って意味が変わってきており、

計画立案とのバランスを取る必要がある。その意

味では、アプリケーション開発についてユーザー

が議論し、意思決定するプロセスも含む。

13）Synnott（1987, p. 213）は、「情報システムの組

織は企業の組織に従わなければならない。企業が

集中組織を採っているならば、情報資源も集中化

する意味がある。企業が分散組織を採っているな

らば、情報資源も分散すべきである。分散組織に

おいて集中 IRM（情報資源管理）を行おうとして

も、長期的にはうまくいかないだろう」と述べて

いる。逆に、情報化の集中、分散が同時に進むな

ら、組織構造も集中、分散に同時に対処できるよ

うなものが望ましい。したがって、情報化の集中

と分散の同時進展に応じて、集中と分散という環
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境要請を同時に対処できる二元（多元）的組織構

造が求められている。

14）World Wide Web の略である。ソフトの一種。情

報をハイパーテキスト形式で表した分散データ

ベース・システムで、インターネット上の情報を

統一的に得ることができる。クライアント/サー

バー型のアプリケーションで、マルチメディアに

対応している。

15）CALS は Continuous Acquisition and Life-cycle
Support の略である。コンピュータ・ネットワーク

とデータベースの有効利用により設計、生産、受

注を一貫して管理する生産・調達・運用支援統合

情報システムをいい、これによって多品種少量生

産の自動化ができるようになる。

16）Bartlett & Ghoshal（1989）も、多様で変化しや

すい環境の中で、一元的な組織はいくつかの問題

点をもっていると指摘した。第１に、経営陣が戦

略上重要な各国の環境の多様性を過小評価し、一

律に取り扱うため、あまり重要でない小さな市場

のニーズを過度に尊重したり、次々に生じる新た

な市場トレンドに対する戦略的対応を軽視したり

する。第２に、一元的組織は、複雑な戦略条件を

分解し単純に子会社と中央とを分けてしまうこと

になり、子会社の地理的主体性の必然性を考慮す

ると、全社レベルでの統合には困難がある。第３

に、本社の支配する権限が増えるに伴い、各国の

組織単位の役割が縮小し、変化する現地環境に敏

感に対応することができなくなる。
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